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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　駆動源（６）から出力される回転駆動力を駆動対象装置（２）に伝達する動力伝達装置
であって、
　通電によって電磁吸引力を発生させる電磁石（１２）と、
　前記回転駆動力によって回転するロータ（１１）と、
　前記電磁石への通電時に前記ロータに連結されて前記ロータと一体に回転すると共に、
前記電磁石への非通電時に前記ロータから切り離されるアーマチュア（１４）と、
　前記アーマチュアを前記駆動対象装置のシャフトに連結するハブ（１５、１５Ａ）と、
を備え、
　前記ハブは、前記アーマチュアに連結されるアウタハブ（１６、１６Ａ）と、前記シャ
フトに連結されるインナハブ（１７、１７Ａ）と、前記アウタハブと前記インナハブとの
間に介在される弾性部材（１８）と、を含んで構成されており、
　前記インナハブの外周側には、前記シャフトの径方向の外側に向かって延びる複数の延
出部（１７１、１７１Ａ）が設けられており、
　前記アウタハブの内周側には、前記シャフトの回転方向において前記複数の延出部と重
なり合うと共に、前記複数の延出部を囲む内周側壁部（１６２、１６２Ａ）が設けられて
おり、
　前記弾性部材は、前記インナハブの外周側と前記アウタハブの内周側との間において、
前記インナハブおよび前記アウタハブの少なくとも一方に非接着状態で配設されており、
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　前記アウタハブの内周側および前記インナハブの外周側における互いに対向する対向部
位（１６２、１７３）のうち、前記シャフトの回転方向において対向する部位を第１対向
部位（１６２ａ、１７３ａ）とし、前記シャフトの回転方向において対向しない部位を第
２対向部位（１６２ｂ、１６２ｃ、１７３ｂ、１７３ｃ）としたとき、
　前記弾性部材は、
　前記第２対向部位に介在する部位（１８２、１８３）の少なくとも一部が前記アウタハ
ブの内周面および前記インナハブの外周面それぞれに接触するように構成され、
　前記第１対向部位に介在する部位（１８１）の少なくとも一部が前記アウタハブの内周
面および前記インナハブの外周面の少なくとも一方との間に隙間が形成される構造になっ
ている動力伝達装置。
【請求項２】
　前記弾性部材のうち前記第２対向部位に介在する部位の少なくとも一部は、前記シャフ
トの径方向の寸法が、前記第２対向部位における前記アウタハブと前記インナハブとの隙
間寸法以上になっており、
　前記弾性部材のうち前記第１対向部位に介在する部位の少なくとも一部は、前記シャフ
トの径方向に直交する方向の寸法が、前記第１対向部位における前記アウタハブと前記イ
ンナハブとの隙間寸法よりも小さくなっている請求項１に記載の動力伝達装置。
【請求項３】
　駆動源（６）から出力される回転駆動力を駆動対象装置（２）に伝達する動力伝達装置
であって、
　通電によって電磁吸引力を発生させる電磁石（１２）と、
　前記回転駆動力によって回転するロータ（１１）と、
　前記電磁石への通電時に前記ロータに連結されて前記ロータと一体に回転すると共に、
前記電磁石への非通電時に前記ロータから切り離されるアーマチュア（１４）と、
　前記アーマチュアを前記駆動対象装置のシャフトに連結するハブ（１５、１５Ａ）と、
を備え、
　前記ハブは、前記アーマチュアに連結されるアウタハブ（１６、１６Ａ）と、前記シャ
フトに連結されるインナハブ（１７、１７Ａ）と、前記アウタハブと前記インナハブとの
間に介在される弾性部材（１８）と、を含んで構成されており、
　前記インナハブの外周側には、前記シャフトの径方向の外側に向かって延びる複数の延
出部（１７１、１７１Ａ）が設けられており、
　前記アウタハブの内周側には、前記シャフトの回転方向において前記複数の延出部と重
なり合うと共に、前記複数の延出部を囲む内周側壁部（１６２、１６２Ａ）が設けられて
おり、
　前記弾性部材は、前記インナハブの外周側と前記アウタハブの内周側との間において、
前記インナハブおよび前記アウタハブの少なくとも一方に非接着状態で配設されており、
　前記アウタハブの内周側および前記インナハブの外周側における互いに対向する対向部
位（１６２、１７３）のうち、前記シャフトの回転方向において対向する部位を第１対向
部位（１６２ａ、１７３ａ）とし、前記シャフトの回転方向において対向しない部位を第
２対向部位（１６２ｂ、１６２ｃ、１７３ｂ、１７３ｃ）としたとき、
　前記弾性部材は、
　前記第２対向部位に介在する部位（１８２、１８３）の少なくとも一部が前記アウタハ
ブの内周面および前記インナハブの外周面それぞれに接触するように構成され、
　前記第１対向部位に介在する部位（１８１）の少なくとも一部に、前記アウタハブの内
周面および前記インナハブの外周面の少なくとも一方との間に生ずる摩擦抵抗を低減する
ための抵抗低減部（１８１ｋ、１８１ｌ、１８１ｍ、１８１ｐ）が設けられている動力伝
達装置。
【請求項４】
　前記抵抗低減部は、摩擦抵抗を低減するための表面処理が施された部位（１８１ｋ、１
８１ｌ）で構成されている請求項３に記載の動力伝達装置。
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【請求項５】
　前記抵抗低減部は、前記アウタハブの内周側および前記インナハブの外周側の少なくと
も一方に向かって突き出る突出部（１８１ｎ、１８１ｑ）、および前記アウタハブの内周
側および前記インナハブの外周側の少なくとも一方から離間する離間部（１８１ｏ、１８
１ｒ）を有する部位（１８１ｍ、１８１ｐ）で構成されている請求項３に記載の動力伝達
装置。
【請求項６】
　駆動源（６）から出力される回転駆動力を駆動対象装置（２）に伝達する動力伝達装置
であって、
　通電によって電磁吸引力を発生させる電磁石（１２）と、
　前記回転駆動力によって回転するロータ（１１）と、
　前記電磁石への通電時に前記ロータに連結されて前記ロータと一体に回転すると共に、
前記電磁石への非通電時に前記ロータから切り離されるアーマチュア（１４）と、
　前記アーマチュアを前記駆動対象装置のシャフトに連結するハブ（１５、１５Ａ）と、
を備え、
　前記ハブは、前記アーマチュアに連結されるアウタハブ（１６、１６Ａ）と、前記シャ
フトに連結されるインナハブ（１７、１７Ａ）と、前記アウタハブと前記インナハブとの
間に介在される弾性部材（１８）と、を含んで構成されており、
　前記インナハブの外周側には、前記シャフトの径方向の外側に向かって延びる複数の延
出部（１７１、１７１Ａ）が設けられており、
　前記アウタハブの内周側には、前記シャフトの回転方向において前記複数の延出部と重
なり合うと共に、前記複数の延出部を囲む内周側壁部（１６２、１６２Ａ）が設けられて
おり、
　前記弾性部材は、前記インナハブの外周側と前記アウタハブの内周側との間において、
前記インナハブおよび前記アウタハブの少なくとも一方に非接着状態で配設されており、
　前記アウタハブの内周側および前記インナハブの外周側における互いに対向する対向部
位（１６２、１７３）のうち、前記シャフトの回転方向において対向する部位を第１対向
部位（１６２ａ、１７３ａ）とし、前記シャフトの回転方向において対向しない部位を第
２対向部位（１６２ｂ、１６２ｃ、１７３ｂ、１７３ｃ）としたとき、
　前記弾性部材は、前記第２対向部位に介在する部位（１８２、１８３）の少なくとも一
部が前記アウタハブの内周側および前記インナハブの外周側それぞれに当接するように構
成され、
　前記第１対向部位の少なくとも一部には、前記弾性部材との間に生ずる摩擦抵抗を低減
するための抵抗低減部（１７３ａ、１７３ｄ、１７３ｅ）が設けられている動力伝達装置
。
【請求項７】
　前記抵抗低減部は、前記アウタハブの内周側および前記インナハブの外周側の少なくと
も一方において、摩擦抵抗を低減するための表面処理が施された部位（１７３ａ）で構成
されている請求項６に記載の動力伝達装置。
【請求項８】
　前記抵抗低減部は、前記アウタハブの内周側および前記インナハブの外周側の少なくと
も一方において、前記第１対向部位における前記弾性部材に向かって突き出る突出部（１
７３ｄ）、および前記弾性部材から離間する離間部（１７３ｅ）を有する部位で構成され
ている請求項６に記載の動力伝達装置。
【請求項９】
　前記アウタハブには、前記シャフトの軸方向において前記弾性部材と対向し、前記弾性
部材が前記シャフトの軸方向に移動することを防止するアウタ側受部（１６３）が設けら
れており、
　前記インナハブには、前記シャフトの軸方向において前記弾性部材と対向し、前記弾性
部材が前記シャフトの軸方向に移動することを防止するインナ側受部（１７４）が設けら
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れている請求項１ないし８のいずれか１つに記載の動力伝達装置。
【請求項１０】
　前記アウタ側受部は、前記弾性部材に圧縮荷重が作用した際に前記シャフトの軸方向に
膨出する膨出部位を覆う平坦状の部位を有しており、
　前記インナ側受部は、前記弾性部材に圧縮荷重が作用した際に前記シャフトの軸方向に
膨出する膨出部位を覆う平坦状の部位を有している請求項９に記載の動力伝達装置。
【請求項１１】
　前記弾性部材は、前記第２対向部位に介在する部位の少なくとも一部が前記アウタハブ
の内周側および前記インナハブの外周側との間に圧入されており、
　前記アウタハブの内周側のうち前記弾性部材が圧入される部位は、前記弾性部材の圧入
代が前記弾性部材の圧入方向の手前側から奥側に向かって大きくなるようにテーパ形状に
なっている請求項１ないし１０のいずれか１つに記載の動力伝達装置。
【請求項１２】
　前記インナハブの外周側のうち前記弾性部材が圧入される部位は、前記弾性部材の圧入
代が前記弾性部材の圧入方向の手前側から奥側に向かって大きくなるようにテーパ形状に
なっている請求項１１に記載の動力伝達装置。
【請求項１３】
　前記弾性部材は、ＥＰＤＭ、ＮＢＲ、Ｈ－ＮＢＲのいずれかのゴム材料で構成されてい
る請求項１ないし１２のいずれか１つに記載の動力伝達装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、駆動源から出力される回転駆動力を駆動対象装置に伝達する動力伝達装置に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、アーマチュアに連結された保持板の内周面が非円形形状に形成されると共に、シ
ャフトに連結されたハブの外周面が非円形形状に形成され、さらに、保持板とハブとの間
に弾性部材が介在された電磁クラッチが知られている（例えば、特許文献１参照）。この
特許文献１には、保持板の内周面およびハブの外周面それぞれに接着剤によって弾性部材
を接着することが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開昭６２－２３３５２９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、近年、車両の省燃費を向上させるために、駆動源であるエンジンの気筒数の
減少、過給によるエンジンのダウンサイジング等が行われており、エンジン側におけるト
ルク変動が増大する傾向がある。これに伴いエンジン周りの補機に対しては、エンジン側
のトルク変動に対する耐久性の向上が要求されている。
【０００５】
　そこで、本発明者らは、動力伝達装置の耐久性の向上を図るために鋭意検討した。本発
明者らの検討によれば、特許文献１に記載の電磁クラッチの如く、保持板の内周面および
ハブの外周面それぞれに弾性部材を接着する構成では、弾性部材に対して圧縮荷重だけで
なく引張荷重も作用するため、耐久性に欠けることが判った。
【０００６】
　本開示は上記点に鑑みて、駆動源からの回転駆動力の伝達に伴って弾性部材に対して繰
り返し作用する荷重への強度の向上を図ることが可能な動力伝達装置を提供することを目
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的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　請求項１、３、６に記載の発明は、駆動源（６）から出力される回転駆動力を駆動対象
装置（２）に伝達する動力伝達装置を対象としている。
【０００８】
　上記目的を達成するため、請求項１、３、６に記載の発明は、
　通電によって電磁吸引力を発生させる電磁石（１２）と、
　回転駆動力によって回転するロータ（１１）と、
　電磁石への通電時にロータに連結されてロータと一体に回転すると共に、電磁石への非
通電時にロータから切り離されるアーマチュア（１４）と、
　アーマチュアを駆動対象装置のシャフトに連結するハブ（１５、１５Ａ）と、を備える
。
【０００９】
　ハブは、アーマチュアに連結されるアウタハブ（１６、１６Ａ）と、シャフトに連結さ
れるインナハブ（１７、１７Ａ）と、アウタハブとインナハブとの間に介在される弾性部
材（１８）と、を含んで構成されている。インナハブの外周側には、シャフトの径方向の
外側に向かって延びる複数の延出部（１７１、１７１Ａ）が設けられている。アウタハブ
の内周側には、シャフトの回転方向において複数の延出部と重なり合うと共に、複数の延
出部を囲む内周側壁部（１６２、１６２Ａ）が設けられている。そして、弾性部材は、イ
ンナハブの外周側とアウタハブの内周側との間において、インナハブおよびアウタハブの
少なくとも一方に非接着状態で配設されている。
【００１０】
　これによると、駆動源からの回転駆動力がロータを介してアーマチュアに伝達される際
に、弾性部材におけるインナハブの外周側が回転方向の前方側に位置すると共に、アウタ
ハブの内周側が回転方向における後方側に位置する部位に圧縮荷重が作用する。
【００１１】
　一方、駆動源からの回転駆動力がロータを介してアーマチュアに伝達されたとしても、
弾性部材におけるアウタハブの内周側が回転方向の前方側に位置すると共に、インナハブ
の外周側が回転方向の後方側に位置する部位に引張荷重が作用しない。
【００１２】
　このように、本開示の動力伝達装置は、弾性部材に対して圧縮荷重が作用するものの、
引張荷重が作用しない構成となっているので、駆動源からの回転駆動力の伝達に伴って弾
性部材に対する繰り返し作用する荷重への強度の向上を図ることができる。この結果、動
力伝達装置における弾性部材の疲労破壊が抑制されるので、動力伝達装置の耐久性を向上
させることができる。
【００１３】
　ここで、アウタハブの内周側およびインナハブの外周側における互いに対向する対向部
位（１６２、１７３）のうち、シャフトの回転方向において対向する部位を第１対向部位
（１６２ａ、１７３ａ）とし、シャフトの回転方向において対向しない部位を第２対向部
位（１６２ｂ、１６２ｃ、１７３ｂ、１７３ｃ）としたとする。請求項１に記載の弾性部
材は、第２対向部位に介在する部位（１８２、１８３）の少なくとも一部がアウタハブの
内周面およびインナハブの外周面それぞれに接触するように構成され、第１対向部位に介
在する部位（１８１）の少なくとも一部がアウタハブの内周面およびインナハブの外周面
の少なくとも一方との間に隙間が形成される構造になっている。また、請求項３に記載の
弾性部材は、第２対向部位に介在する部位（１８２、１８３）の少なくとも一部がアウタ
ハブの内周面およびインナハブの外周面それぞれに接触するように構成され、第１対向部
位に介在する部位（１８１）の少なくとも一部に、アウタハブの内周面およびインナハブ
の外周面の少なくとも一方との間に生ずる摩擦抵抗を低減するための抵抗低減部（１８１
ｋ、１８１ｌ、１８１ｍ、１８１ｐ）が設けられている。さらに、請求項６に記載の弾性
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部材は、第２対向部位に介在する部位（１８２、１８３）の少なくとも一部がアウタハブ
の内周側およびインナハブの外周側それぞれに当接するように構成され、第１対向部位の
少なくとも一部には、弾性部材との間に生ずる摩擦抵抗を低減するための抵抗低減部（１
７３ａ、１７３ｄ、１７３ｅ）が設けられている。なお、この欄および特許請求の範囲で
記載した各手段の括弧内の符号は、後述する実施形態に記載の具体的手段との対応関係の
一例を示すものである。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】第１実施形態の動力伝達装置が適用された冷凍サイクルの全体構成図である。
【図２】第１実施形態の動力伝達装置の全体構成を示す模式的な断面図である。
【図３】第１実施形態の動力伝達装置の模式的な分解斜視図である。
【図４】図２の矢印ＩＶの方向における動力伝達装置のハブの矢視図である。
【図５】図４のＶ－Ｖ断面図である。
【図６】アウタハブの模式的な正面図である。
【図７】インナハブの模式的な正面図である。
【図８】弾性部材の模式的な正面図である。
【図９】図４のＩＸ－ＩＸ断面図である。
【図１０】アーマチュアとロータとが連結された際の弾性部材の状態を説明するための説
明図である。
【図１１】第１実施形態のハブの弾性部材に対して圧縮荷重が作用した際の弾性部材とア
ウタ側受部との関係を説明するための説明図である。
【図１２】第１実施形態のハブの第１比較例となるハブの弾性部材に対して圧縮荷重が作
用した際の弾性部材とアウタ側受部との関係を説明するための説明図である。
【図１３】第１実施形態のハブの第２比較例となるハブの模式的な正面図である。
【図１４】図１３の矢印ＸＩＶで示す部位の拡大図である。
【図１５】第２実施形態の動力伝達装置のハブの模式的な正面図である。
【図１６】第３実施形態の動力伝達装置のハブの模式的な正面図である。
【図１７】図１６のＸＶＩＩ－ＸＶＩＩ断面図である。
【図１８】第３実施形態のアウタハブを示す模式的な正面図である。
【図１９】第３実施形態のインナハブを示す模式的な正面図である。
【図２０】第３実施形態の弾性部材を示す模式的な正面図である。
【図２１】図１６のＸＸＩ－ＸＸＩ断面図である。
【図２２】図１６のＸＸＩＩ部分の拡大図である。
【図２３】第４実施形態の弾性部材を示す模式的な正面図である。
【図２４】図２３のＸＸＩＶ－ＸＸＩＶ断面図である。
【図２５】第５実施形態の弾性部材を示す模式的な正面図である。
【図２６】第６実施形態のインナハブを示す模式的な正面図である。
【図２７】第７実施形態のインナハブを示す模式的な正面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、本開示の実施形態について図面を参照して説明する。なお、以下の実施形態にお
いて、先行する実施形態で説明した事項と同一もしくは均等である部分には、同一の参照
符号を付し、その説明を省略する場合がある。また、実施形態において、構成要素の一部
だけを説明している場合、構成要素の他の部分に関しては、先行する実施形態において説
明した構成要素を適用することができる。以下の実施形態は、特に組み合わせに支障が生
じない範囲であれば、特に明示していない場合であっても、各実施形態同士を部分的に組
み合わせることができる。
【００１６】
　（第１実施形態）
　本実施形態について、図１～図１４を参照して説明する。本実施形態では、図１に示す
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蒸気圧縮式の冷凍サイクル１の圧縮機２に対して、動力伝達装置１０を適用した例につい
て説明する。
【００１７】
　冷凍サイクル１は、車室内の空調を行う車両用空調装置において車室内へ送風する空気
の温度を調整する装置として機能する。冷凍サイクル１は、冷媒を圧縮して吐出する圧縮
機２、圧縮機２から吐出された冷媒を放熱させる放熱器３、放熱器３から流出した冷媒を
減圧する膨張弁４、膨張弁４で減圧された冷媒を蒸発させる蒸発器５が環状に接続された
閉回路で構成されている。
【００１８】
　圧縮機２には、動力伝達装置１０を介してエンジン６から出力される回転駆動力が伝達
される。本実施形態では、エンジン６が回転駆動力を出力する駆動源を構成し、圧縮機２
が駆動対象装置を構成している。
【００１９】
　圧縮機２としては、例えば、斜板式可変容量型の圧縮機を採用することができる。なお
、圧縮機２としては、回転駆動力の伝達により冷凍サイクル１の冷媒を圧縮して吐出する
ものであれば、他の形式の可変容量型の圧縮機や、スクロール型、ベーン型などの固定容
量型の圧縮機が採用されていてもよい。
【００２０】
　本実施形態の圧縮機２は、シャフト２０の一端側が、図示しないハウジングの外側に露
出している。そして、動力伝達装置１０は、シャフト２０における外側に露出した部位に
取り付けられている。シャフト２０は、圧縮機２の外殻を構成する図示しないハウジング
との間に、ハウジングの内部の冷媒がシャフト２０とハウジングとの隙間から漏れないよ
うに、リップシール等のシール部材が介在されている。シール部材は、シャフト２０とハ
ウジングとの間において高いシール性が得られるように材料、形状等が最適化されている
。
【００２１】
　続いて、動力伝達装置１０は、車両走行用の駆動源であるエンジン６から出力される回
転駆動力を駆動対象装置である圧縮機２へ断続的に伝達する装置である。動力伝達装置１
０は、Ｖベルト７を介してエンジン６の回転出力部６ａに接続されている。
【００２２】
　図２は、動力伝達装置１０を圧縮機２のシャフト２０の軸方向に沿って切断した際の断
面図である。なお、図２に示すＤＲａｘは、シャフト２０の軸線ＣＬに沿って延びるシャ
フト２０の軸方向を示している。また、図２に示すＤＲｒは、軸方向ＤＲａｘと直交する
シャフト２０の径方向を示している。なお、これらのことは、図２以外の図面においても
同様である。
【００２３】
　図２および図３に示すように、動力伝達装置１０は、ロータ１１、ロータ１１に連結さ
れることによって圧縮機２のシャフト２０と共に回転する従動側回転体１３、従動側回転
体１３とロータ１１とを連結させる電磁吸引力を発生させる電磁石１２を有する。
【００２４】
　ロータ１１は、エンジン６から出力される回転駆動力によって回転する駆動側回転体を
構成する。本実施形態のロータ１１は、図２に示すように、外側円筒部１１１、内側円筒
部１１２、および端面部１１３を有する。
【００２５】
　外側円筒部１１１は、円筒形状に構成されており、シャフト２０に対して同軸上に配置
されている。内側円筒部１１２は、円筒形状に構成されており、外側円筒部１１１の内周
側に配置されると共に、シャフト２０に対して同軸上に配置されている。
【００２６】
　端面部１１３は、外側円筒部１１１と内側円筒部１１２の軸方向ＤＲａｘの一端側同士
を結ぶ連結部である。端面部１１３は、円盤形状に構成されている。すなわち、端面部１



(8) JP 6597746 B2 2019.10.30

10

20

30

40

50

１３は、シャフト２０の径方向ＤＲｒに広がると共に、その中央部に表裏を貫通する円形
状の貫通穴が形成されている。
【００２７】
　本実施形態のロータ１１は、シャフト２０の軸方向ＤＲａｘの断面がＣ字形状となって
いる。そして、外側円筒部１１１と内側円筒部１１２との間には、端面部１１３を底面部
とする円環状の空間が形成されている。
【００２８】
　外側円筒部１１１と内側円筒部１１２との間に形成される空間は、シャフト２０に対し
て同軸上となっている。外側円筒部１１１と内側円筒部１１２との間に形成される空間に
は、電磁石１２が配置されている。
【００２９】
　ここで、電磁石１２は、ステータ１２１、およびステータ１２１の内部に配置されたコ
イル１２２等を有する。ステータ１２１は、鉄等の強磁性材料で環状に形成されている。
コイル１２２は、エポキシ樹脂等の絶縁性の樹脂材料でモールディングされた状態でステ
ータ１２１に固定されている。なお、電磁石１２への通電は、図示しない制御装置から出
力される制御電圧によって行われる。
【００３０】
　外側円筒部１１１、内側円筒部１１２、および端面部１１３は、鉄等の強磁性材料で一
体的に形成されている。外側円筒部１１１、内側円筒部１１２、および端面部１１３は、
電磁石１２に通電することによって生じる磁気回路の一部を構成する。
【００３１】
　外側円筒部１１１の外周側には、複数のＶ字状の溝が形成された樹脂製のＶ溝部１１４
が形成されている。Ｖ溝部１１４には、エンジン６から出力される回転駆動力を伝達する
Ｖベルト７が掛け渡されている。
【００３２】
　内側円筒部１１２の内周側には、ボールベアリング１９の外周側が固定されている。そ
して、ボールベアリング１９の内周側には、圧縮機２の外殻を構成するハウジングから動
力伝達装置１０側へ向けて突出した円筒状のボス部２１が固定されている。これにより、
ロータ１１は、圧縮機２のハウジングに対して回転自在に固定されている。なお、ボス部
２１は、シャフト２０におけるハウジングの外側に露出した根元部分を覆っている。
【００３３】
　また、端面部１１３における軸方向ＤＲａｘの一端側の外側面は、ロータ１１と後述す
る従動側回転体１３のアーマチュア１４とが連結された際に、アーマチュア１４と接触す
る摩擦面を形成している。
【００３４】
　本実施形態では、図示しないが、端面部１１３の表面の一部に、端面部１１３の摩擦係
数を増加させるための摩擦部材を配置している。この摩擦部材は、非磁性材料で形成され
る。摩擦部材としては、アルミナを樹脂で固めたものや、アルミニウム等の金属粉末の焼
結体等を採用することができる。
【００３５】
　続いて、従動側回転体１３は、アーマチュア１４およびハブ１５を含んで構成されてい
る。アーマチュア１４は、径方向ＤＲｒに広がると共に、その中央部に表裏を貫通する貫
通穴が形成された円環状の板部材である。アーマチュア１４は、鉄等の強磁性材料で形成
されている。アーマチュア１４は、ロータ１１と共に、電磁石１２に通電された際に生じ
る磁気回路の一部を構成する。
【００３６】
　アーマチュア１４は、所定の微小間隙（例えば、０．５ｍｍ程度）を隔ててロータ１１
の端面部１１３に対向配置されている。アーマチュア１４のうち、ロータ１１の端面部１
１３に対向する平坦部は、ロータ１１とアーマチュア１４とが連結された際に、端面部１
１３と接触する摩擦面を形成している。
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【００３７】
　また、本実施形態のアーマチュア１４には、径方向ＤＲｒの中間部分に磁気遮断用の溝
部１４１が形成されている。この溝部１４１は、アーマチュア１４の円周方向に沿って延
びる円弧状の形状であり、アーマチュア１４に対して複数個形成されている。本実施形態
のアーマチュア１４は、溝部１４１の外周側に位置する外周部１４２と、溝部１４１の内
周側に位置する内周部１４３とに区分される。アーマチュア１４の外周部１４２は、リベ
ット等の締結部材１４４によりハブ１５に接続されている。
【００３８】
　ハブ１５は、アーマチュア１４を圧縮機２のシャフト２０に連結する連結部材を構成し
ている。換言すれば、アーマチュア１４およびシャフト２０は、ハブ１５を介して連結さ
れている。
【００３９】
　図４、図５に示すように、本実施形態のハブ１５は、アウタハブ１６、インナハブ１７
、および弾性部材１８を含んで構成されている。なお、図４に示す二点鎖線は、弾性部材
１８の外周縁部を示している。
【００４０】
　アウタハブ１６は、締結部材１４４によってアーマチュア１４の外周部１４２に連結さ
れている。アウタハブ１６は、図５、図６に示すように、アーマチュア１４に連結される
板状のアウタ側連結部１６１、アウタ側連結部１６１の内周側からシャフト２０の軸方向
ＤＲａｘに沿って延びるアウタ側フランジ部１６２、アウタ側受部１６３を含んで構成さ
れている。本実施形態のアウタハブ１６は、アウタ側連結部１６１、アウタ側フランジ部
１６２、アウタ側受部１６３が一体成形物として構成されている。
【００４１】
　アウタ側連結部１６１は、外周側がアーマチュア１４の外形状に対応する形状となって
いる。また、アウタ側連結部１６１は、アーマチュア１４に連結される部位の内側にクロ
ス状（すなわち、Ｘ字状）の開口が設けられている。
【００４２】
　アウタ側フランジ部１６２は、アウタ側連結部１６１の内周側からアーマチュア１４か
ら離れる方向に延びている。アウタ側フランジ部１６２は、シャフト２０の回転方向ＲＤ
において後述するインナハブ１７の延出部１７１と重なり合うと共に、当該延出部１７１
を囲む形状となっている。
【００４３】
　具体的には、アウタ側フランジ部１６２は、インナハブ１７の外形状に対応するクロス
状（すなわち、Ｘ字状）の筒状部で構成されている。アウタ側フランジ部１６２の内周側
とインナハブ１７の外周側との間には、弾性部材１８を介在させることが可能なように所
定の隙間が形成されている。本実施形態では、アウタ側フランジ部１６２が、シャフト２
０の回転方向ＲＤにおいて後述するインナハブ１７の延出部１７１と重なり合うと共に、
当該延出部１７１を囲む内周側壁部を構成している。
【００４４】
　アウタ側受部１６３は、弾性部材１８がシャフト２０の軸方向ＤＲａｘに移動すること
を防止するために設けられている。アウタ側受部１６３は、シャフト２０の軸方向ＤＲａ
ｘにおいて弾性部材１８におけるアーマチュア１４と反対側の部位と対向するように、ア
ウタ側フランジ部１６２からシャフト２０の軸線ＣＬに向かって近付くように延びている
。アウタ側受部１６３は、内側にクロス状の開口が形成されている。
【００４５】
　続いて、インナハブ１７は、図５に示すように、圧縮機２のシャフト２０に対して連結
されている。インナハブ１７は、図５、図７に示すように、インナ側板状部１７０、シャ
フト２０に連結されるボス部１７２、インナ側板状部１７０の外周側からシャフト２０の
軸方向ＤＲａｘに沿って延びるインナ側フランジ部１７３、インナ側受部１７４を含んで
いる。本実施形態のインナハブ１７は、インナ側板状部１７０、ボス部１７２、インナ側
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フランジ部１７３、インナ側受部１７４が一体成形物として構成されている。
【００４６】
　インナ側板状部１７０は、シャフト２０の径方向ＤＲｒに拡がる部位である。インナ側
板状部１７０は、アーマチュア１４に対向する部位がアーマチュア１４に当接している。
インナ側板状部１７０の外周側には、シャフト２０の径方向ＤＲｒの外側に向かって延び
る４つの延出部１７１が設けられている。４つの延出部１７１は、シャフト２０の回転方
向ＲＤにおいて等間隔となるようにインナ側板状部１７０に設けられている。これにより
、インナハブ１７は、その外形状が、クロス状の形状（すなわち、Ｘ字形状）となってい
る。
【００４７】
　ボス部１７２は、インナ側板状部１７０における中央部分に設けられている。ボス部１
７２は、圧縮機２側に向かって突き出た筒状部で構成されている。ボス部１７２の内周側
には、シャフト２０の外周側に形成された雄ネジに螺合する雌ネジが形成されている。イ
ンナハブ１７は、ボス部１７２に形成された雌ネジとシャフト２０の雄ネジとの螺合によ
ってシャフト２０に対して連結されている。
【００４８】
　インナ側フランジ部１７３は、インナ側板状部１７０の外周側からアーマチュア１４か
ら離れる方向に延びている。インナ側フランジ部１７３は、アウタ側フランジ部１６２と
対向するように、シャフト２０の軸方向ＤＲａｘに沿って延びている。
【００４９】
　具体的には、インナ側フランジ部１７３は、クロス状（すなわち、Ｘ字状）の筒状部で
構成されている。インナ側フランジ部１７３の外周側とアウタハブ１６の内周側との間に
は、弾性部材１８を介在させることが可能なように所定の隙間が形成されている。
【００５０】
　インナ側受部１７４は、弾性部材１８がシャフト２０の軸方向ＤＲａｘに移動すること
を防止するために設けられている。インナ側受部１７４は、シャフト２０の軸方向ＤＲａ
ｘにおいて弾性部材１８のアーマチュア１４側の部位と対向するように、インナ側板状部
１７０からシャフト２０の径方向ＤＲｒの外側に向かって延びている。
【００５１】
　続いて、弾性部材１８は、その弾性力によってインナハブ１７に対してアウタハブ１６
をシャフト２０の軸方向ＤＲａｘに移動可能に保持すると共に、アウタハブ１６の回転力
をインナハブ１７に対して緩衝的に伝達する部材である。
【００５２】
　この弾性部材１８によって、アーマチュア１４には、ロータ１１から離れる方向に付勢
力が作用する。電磁石１２が非通電状態となっていて電磁吸引力が生じていないときには
、弾性部材１８の付勢力によって、アーマチュア１４の平坦部とロータ１１の端面部１１
３との間に隙間が生ずる。
【００５３】
　弾性部材１８は、図５に示すように、アウタハブ１６のアウタ側フランジ部１６２とイ
ンナハブ１７のインナ側フランジ部１７３との間に配設されている。本実施形態の弾性部
材１８は、図５、図８に示すように、アウタ側フランジ部１６２の内周側とインナ側フラ
ンジ部１７３の外周側との間に形成される隙間形状に対応する形状を有している。なお、
図８では、識別を容易にするために、弾性部材１８に対してドット柄のハッチングを施し
ている。このことは、後述する図１３、図１４、図１５、図１６、図２０、図２３、図２
５においても同様である。
【００５４】
　本実施形態の弾性部材１８は、アウタ側フランジ部１６２の内周側およびインナ側フラ
ンジ部１７３の外周側との間において、アウタハブ１６およびインナハブ１７の双方に非
接着状態で配設されている。すなわち、本実施形態の弾性部材１８は、アウタハブ１６の
内周側およびインナハブ１７の外周側の双方に対して接着剤によって接着されていない。
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【００５５】
　本実施形態の弾性部材１８は、アウタハブ１６の内周側とインナハブ１７の外周側との
間において、シャフト２０の回転方向ＲＤに圧縮された状態で配設されている。すなわち
、本実施形態の弾性部材１８は、アウタハブ１６の内周側とインナハブ１７の外周側との
間において、シャフト２０の回転方向ＲＤに圧縮荷重が作用するように、アウタハブ１６
の内周側とインナハブ１７の外周側との間に圧入されている。
【００５６】
　ここで、本実施形態の弾性部材１８は、インナハブ１７およびアウタハブ１６と非接着
状態となっている部位が摩擦によって摩耗し易くなってしまう。このことは、弾性部材１
８の寿命を縮める要因となることから好ましくない。
【００５７】
　そこで、本実施形態では、弾性部材１８を耐摩耗性に優れたＥＰＤＭ（すなわち、エチ
レン・プロピレン・ジエンゴム）、ＮＢＲ（すなわち、ニトリルゴム）、Ｈ－ＮＢＲ（す
なわち、水素添加ニトリルゴム）のいずれかのゴム材料で構成している。すなわち、本実
施形態の弾性部材１８は、接着剤等との相性（すなわち、耐薬品性）に優れたＣｌ－ＩＩ
Ｒ（すなわち、塩素化ブチルゴム）よりも耐摩耗性に優れたＥＰＤＭ、ＮＢＲ、Ｈ－ＮＢ
Ｒのいずれかのゴム材料で構成されている。
【００５８】
　弾性部材１８は、シャフト２０の回転方向ＲＤにてアウタハブ１６とインナハブ１７と
が重なり合う重合部位に介在する重合介在部１８１を有している。具体的には、重合介在
部１８１は、弾性部材１８のうち、シャフト２０の回転方向ＲＤにてアウタ側フランジ部
１６２の内周面とインナ側フランジ部１７３との外周面とが対向する第１対向部位に介在
する部位である。なお、第１対向部位は、アウタ側フランジ部１６２の内周面とインナ側
フランジ部１７３との外周面とが対向する対向部位のうち、シャフト２０の回転方向ＲＤ
にて互いに対向する部位である。本実施形態の弾性部材１８には、重合介在部１８１が８
箇所存在している。
【００５９】
　重合介在部１８１は、弾性部材１８において、アウタハブ１６の内周側とインナハブ１
７の外周側との間に圧入される部位である。具体的には、重合介在部１８１は、アウタハ
ブ１６の内周側とインナハブ１７の外周側との間に介在させる前のシャフト２０の径方向
ＤＲｒに直交する方向における寸法が、アウタハブ１６の内周側とインナハブ１７の外周
側との隙間寸法よりも大きくなっている。
【００６０】
　本実施形態の弾性部材１８は、重合介在部１８１における圧縮代が所定の範囲（例えば
、４％～１５％程度）となるように、シャフト２０の径方向ＤＲｒに直交する方向の寸法
が設定されている。
【００６１】
　また、弾性部材１８は、シャフト２０の回転方向ＲＤにてアウタハブ１６とインナハブ
１７とが重なり合わない非重合部位に介在する非重合介在部１８２、１８３を有している
。具体的には、非重合介在部１８２、１８３は、弾性部材１８のうち、シャフト２０の回
転方向ＲＤにてアウタ側フランジ部１６２の内周面とインナ側フランジ部１７３との外周
面とが対向しない第２対向部位に介在する部位である。なお、第２対向部位は、アウタ側
フランジ部１６２の内周面とインナ側フランジ部１７３との外周面とが対向する対向部位
のうち、シャフト２０の回転方向ＲＤにて互いに対向しない部位である。本実施形態の非
重合介在部１８２、１８３は、弾性部材１８のうち、インナハブ１７の延出部１７１の先
端側に近接する部位１８２、およびインナハブ１７の延出部１７１の根元側に近接する部
位１８３で構成されている。以下では、インナハブ１７の延出部１７１の先端側に近接す
る部位１８２を第１非重合介在部と呼んだり、インナハブ１７の延出部１７１の根元側に
近接する部位１８３を第２非重合介在部と呼んだりすることがある。
【００６２】
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　重合介在部１８１と異なり、非重合介在部１８２、１８３には、アウタハブ１６が回転
したとしても回転方向ＲＤの荷重が殆ど作用しない。すなわち、弾性部材１８における非
重合介在部１８２、１８３は、エンジン６側から圧縮機２側への動力伝達に殆ど寄与しな
い部位となる。
【００６３】
　ここで、弾性部材１８における非重合介在部１８２、１８３が、アウタハブ１６および
インナハブ１７の双方に接触していると、接触による摩擦によって、弾性部材１８のシャ
フト２０の軸方向ＤＲａｘにおけるバネ定数が大きくなってしまう。弾性部材１８におけ
るシャフト２０の軸方向ＤＲａｘのバネ定数が大きくなることは、電磁石１２への通電の
オンオフに伴うロータ１１とアーマチュア１４との連結や切り離しの応答性が悪化する要
因となることから好ましくない。
【００６４】
　このことを考慮して、本実施形態では、弾性部材１８における非重合介在部１８２、１
８３をアウタハブ１６またはインナハブ１７から離間させる構成としている。すなわち、
本実施形態では、弾性部材１８における非重合介在部１８２、１８３のシャフト２０の径
方向ＤＲｒの寸法を、非重合部位におけるアウタハブ１６とインナハブ１７との隙間寸法
よりも小さくしている。
【００６５】
　具体的には、図５に示すように、インナハブ１７の延出部１７１の先端側に近接する非
重合介在部１８２については、その径方向ＤＲｒの寸法Ｌｇａを非重合部位におけるアウ
タハブ１６とインナハブ１７との隙間寸法Ｌｃａよりも小さくしている。
【００６６】
　また、インナハブ１７の延出部１７１の根元側に近接する非重合介在部１８３について
は、その径方向ＤＲｒの寸法Ｌｇｂを非重合部位におけるアウタハブ１６とインナハブ１
７との隙間寸法Ｌｃｂよりも小さくしている。
【００６７】
　さらに、本実施形態では、非重合介在部１８２、１８３におけるシャフト２０の軸方向
ＤＲａｘの厚み寸法を、重合介在部１８１におけるシャフト２０の軸方向ＤＲａｘの厚み
寸法よりも小さくしている。
【００６８】
　本実施形態の弾性部材１８は、シャフト２０の軸方向ＤＲａｘにおいてアウタ側受部１
６３とインナ側受部１７４との間に配設されている。本実施形態の弾性部材１８は、アウ
タ側受部１６３およびインナ側受部１７４によって、シャフト２０の軸方向ＤＲａｘに移
動することが防止されている。
【００６９】
　具体的には、本実施形態の弾性部材１８は、シャフト２０の軸方向ＤＲａｘにおいて、
アーマチュア１４側の部位がインナ側受部１７４に対向し、アーマチュア１４と反対側の
部位がアウタ側受部１６３に対向している。
【００７０】
　ところで、アウタ側受部１６３とインナ側受部１７４との間に弾性部材１８を配設する
と、アーマチュア１４とロータ１１とが連結された際に、アウタ側受部１６３によって、
弾性部材１８がアーマチュア１４側に圧縮されてしまうことが懸念される。弾性部材１８
がシャフト２０の軸方向ＤＲａｘに圧縮されることは、弾性部材１８におけるシャフト２
０の軸方向ＤＲａｘのバネ定数が増える要因となることから好ましくない。
【００７１】
　そこで、本実施形態の弾性部材１８は、アーマチュア１４とロータ１１との連結が遮断
されている場合における形状が、外側から内側に向かってシャフト２０の径方向ＤＲｒに
対して傾斜した形状となっている。具体的には、図９に示すように、弾性部材１８は、ア
ウタ側受部１６３に対向する端面が、外側から内側に向かうにつれてアーマチュア１４側
に近づくように傾斜した形状となっている。
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【００７２】
　本実施形態の従動側回転体１３は、アーマチュア１４とロータ１１との連結が遮断され
ている場合、弾性部材１８とアウタ側受部１６３との間に隙間が形成される。また、本実
施形態の従動側回転体１３は、アーマチュア１４とロータ１１とが連結されると、図１０
に示すように、弾性部材１８におけるアウタ側受部１６３に対向する端面がシャフト２０
の径方向ＤＲｒに沿う形状に近づくように変形する。
【００７３】
　このため、本実施形態の従動側回転体１３は、アーマチュア１４とロータ１１とが連結
された際に、アウタ側受部１６３によって、弾性部材１８がアーマチュア１４側に圧縮さ
れ難くなる。すなわち、本実施形態の従動側回転体１３では、アーマチュア１４とロータ
１１とが連結された際の弾性部材１８におけるシャフト２０の軸方向ＤＲａｘのバネ定数
の増加が抑制される。
【００７４】
　ところで、弾性部材１８は、図１１に示すように、アーマチュア１４とロータ１１とが
連結された際に、シャフト２０の回転方向ＲＤに作用する圧縮荷重によって、シャフト２
０の軸方向ＤＲａｘに膨出することがある。
【００７５】
　図１２に示すように、弾性部材１８におけるシャフト２０の軸方向ＤＲａｘに膨出する
膨出部位が、アウタ側受部１６３およびインナ側受部１７４の先端のエッジ部分に対向し
ていると、当該エッジ部分との接触により弾性部材１８に亀裂が生じ易くなる。
【００７６】
　なお、図１２は、本実施形態のハブ１５の第１比較例となるハブＨＢ１の模式的な断面
図である。図１２に示すハブＨＢ１は、アウタ側受部１６３およびインナ側受部１７４そ
れぞれのシャフト２０の径方向ＤＲｒの長さが、本実施形態のハブ１５のアウタ側受部１
６３およびインナ側受部１７４よりも短くなっている点が本実施形態のハブ１５と相違し
ている。
【００７７】
　このことを鑑みて、本実施形態では、図１１に示すように、弾性部材１８におけるシャ
フト２０の軸方向ＤＲａｘに膨出する膨出部位をアウタ側受部１６３およびインナ側受部
１７４の平坦状の部位で覆う構成としている。すなわち、本実施形態のアウタ側受部１６
３は、弾性部材１８に圧縮荷重が作用した際にシャフト２０の軸方向ＤＲａｘに膨出する
膨出部位を覆う平坦状の部位を有している。また、本実施形態のインナ側受部１７４は、
弾性部材１８に圧縮荷重が作用した際にシャフト２０の軸方向ＤＲａｘに膨出する膨出部
位を覆う平坦状の部位を有している。
【００７８】
　次に、本実施形態の動力伝達装置１０の作動を説明する。電磁石１２が非通電状態にな
っている場合には、電磁石１２の電磁吸引力が生じない。このため、アーマチュア１４は
、弾性部材１８の付勢力によってロータ１１の端面部１１３から所定間隔離れた位置に保
持される。
【００７９】
　これにより、エンジン６からの回転駆動力はＶベルト７を介してロータ１１に伝達され
るだけで、アーマチュア１４およびハブ１５へは伝達されず、ロータ１１だけがボールベ
アリング１９上で空転する。このため、駆動対象装置である圧縮機２は停止した状態とな
る。
【００８０】
　これに対して、電磁石１２が通電状態になっている場合には、電磁石１２の電磁吸引力
が発生する。この電磁吸引力によって、アーマチュア１４が弾性部材１８の付勢力に抗し
てロータ１１の端面部１１３側に吸引されることで、アーマチュア１４がロータ１１に吸
着される。これにより、ロータ１１の回転が従動側回転体１３を介して圧縮機２のシャフ
ト２０に伝達されることで、圧縮機２が作動する。すなわち、エンジン６から出力された
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回転駆動力が、動力伝達装置１０を介して圧縮機２に伝達されることで、圧縮機２が作動
する。
【００８１】
　本実施形態の従動側回転体１３は、シャフト２０の回転方向ＲＤにおいて弾性部材１８
に圧縮荷重が作用するように、アウタハブ１６の内周側とインナハブ１７の外周側との間
に弾性部材１８を介在させている。
【００８２】
　これによれば、ロータ１１とアーマチュア１４とが連結された際に、弾性部材１８に対
してシャフト２０の回転方向ＲＤに圧縮荷重が作用することで、捩じり変形による弾性部
材１８に作用するせん断力を抑えることができる。弾性部材１８は、ゴム材料の特性によ
って、せん断強度よりも圧縮強度の方が確保し易い。このため、弾性部材１８に対するせ
ん断力を抑えるために圧縮荷重を作用させることは、弾性部材１８の耐久性向上に大きく
寄与する。
【００８３】
　ここで、図１３は、本実施形態のハブ１５の第２比較例となるハブＨＢ２の模式的な正
面図である。また、図１４は、図１３の矢印ＸＩＶで示す部位の拡大図である。図１３に
示すハブＨＢ２は、弾性部材ＥＭがアウタハブＡＨおよびインナハブＩＨの双方に接着剤
によって接着されている点、アウタ側受部１６３およびインナ側受部１７４が設けられて
いない点が、本実施形態のハブ１５と相違している。
【００８４】
　図１３に示すハブＨＢ２は、アウタハブＡＨが回転した際、回転方向ＲＤにおいて弾性
部材ＥＭに対して圧縮荷重に加えて引張荷重が作用する。具体的には、図１４に示すよう
に、弾性部材ＥＭには、アウタハブＡＨが回転した際に、回転方向ＲＤの後方側にアウタ
ハブＡＨの内周側が位置すると共に、回転方向ＲＤの前方側にインナハブＩＨの外周側が
位置する部位に圧縮荷重が作用する。また、弾性部材ＥＭには、アウタハブＡＨが回転し
た際に、回転方向ＲＤの前方側にアウタハブＡＨの内周側が位置すると共に、回転方向Ｒ
Ｄの後方側にインナハブＩＨの外周側が位置する部位に引張荷重が作用する。
【００８５】
　これに対して、本実施形態の弾性部材１８は、アウタ側フランジ部１６２の内周側およ
びインナ側フランジ部１７３の外周側との間において、アウタハブ１６およびインナハブ
１７の双方に非接着状態で配設されている。
【００８６】
　これにより、本実施形態の弾性部材１８には、アウタハブ１６が回転した際に、圧縮荷
重が作用するものの、引張荷重が作用しない。すなわち、弾性部材１８の重合介在部１８
１には、回転方向ＲＤの後方側にアウタハブ１６の内周側が位置すると共に、回転方向Ｒ
Ｄの前方側にインナハブ１７の外周側が位置する部位１８１ａ、１８１ｂ、１８１ｃ、１
８１ｄに圧縮荷重が作用する。そして、弾性部材１８の重合介在部１８１には、回転方向
ＲＤの前方側にアウタハブ１６の内周側が位置すると共に、回転方向ＲＤの後方側にイン
ナハブ１７の外周側が位置する部位１８１ｅ、１８１ｆ、１８１ｇ、１８１ｈに引張荷重
が作用しない。
【００８７】
　以上説明した本実施形態の動力伝達装置１０は、弾性部材１８に対して圧縮荷重が作用
するものの、引張荷重が作用しない構成となっている。このため、エンジン６からの回転
駆動力の伝達に伴って弾性部材１８に対する繰り返し作用する荷重への強度の向上を図る
ことができる。この結果、動力伝達装置１０における弾性部材１８の疲労破壊が抑制され
るので、動力伝達装置１０の耐久性を向上させることができる。すなわち、本実施形態の
動力伝達装置１０は、トルク変動が大きい駆動源に対して適用したとしても、耐久性を充
分に確保することができる。
【００８８】
　また、本実施形態の動力伝達装置１０は、弾性部材１８の抜け防止のために、アウタハ
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ブ１６にアウタ側受部１６３を設けると共に、インナハブ１７にインナ側受部１７４を設
けている。
【００８９】
　これによれば、弾性部材１８がアウタハブ１６およびインナハブ１７に接着されていな
い構成において、弾性部材１８に対してシャフト２０の軸方向ＤＲａｘに何らかの力が作
用しても、弾性部材１８が抜け難い構造となる。
【００９０】
　加えて、本実施形態のアウタ側受部１６３およびインナ側受部１７４それぞれには、弾
性部材１８に圧縮荷重が作用した際にシャフト２０の軸方向ＤＲａｘに膨出する膨出部位
を覆う平坦状の部位が設けられている。
【００９１】
　このように、アウタ側受部１６３およびインナ側受部１７４の平坦状の部位によって弾
性部材１８における膨出部位を覆う構成とすれば、弾性部材１８における膨出部位が周囲
の部品のエッジ部分と接触して破損してしまうことを防止することが可能となる。
【００９２】
　また、本実施形態の動力伝達装置１０は、弾性部材１８がインナハブ１７の外周側とア
ウタハブ１６の内周側との間において、シャフト２０の回転方向ＲＤに圧縮された状態で
配設されている。
【００９３】
　このように、インナハブ１７の外周側とアウタハブ１６の内周側との間において弾性部
材１８を圧縮した状態で配設する構成とすれば、弾性部材１８の成形時に残留する引張り
歪を除去するための絞り加工が不要となる。このため、動力伝達装置１０の生産性の向上
を図ることができる。
【００９４】
　さらに、本実施形態の動力伝達装置１０は、弾性部材１８の非重合介在部１８２、１８
３におけるシャフト２０の径方向ＤＲｒの寸法が、非重合部位におけるアウタハブ１６と
インナハブ１７との隙間寸法よりも小さくなっている。なお、非重合部位は、シャフト２
０の回転方向ＲＤにおいて、アウタハブ１６の内周側とインナハブ１７の外周側とが重な
り合わない部位である。
【００９５】
　これにより、非重合部位では、弾性部材１８がアウタハブ１６およびインナハブ１７か
ら離れ易くなることで、弾性部材１８におけるシャフト２０の軸方向ＤＲａｘのバネ定数
を低下させることができる。この結果、電磁石１２への通電のオンオフに伴うロータ１１
とアーマチュア１４との連結や切り離しの応答性の向上を図ることができる。
【００９６】
　さらにまた、本実施形態では、弾性部材１８を耐摩耗性に優れたＥＰＤＭ、ＮＢＲ、Ｈ
－ＮＢＲのいずれかのゴム材料で構成している。これによれば、弾性部材１８におけるイ
ンナハブ１７およびアウタハブ１６と接する部位の摩擦による摩耗を抑えることができる
。この結果、弾性部材１８における長寿命化を図ることができる。
【００９７】
　（第２実施形態）
　次に、第２実施形態について、図１５を参照して説明する。本実施形態では、ハブ１５
Ａを構成するアウタハブ１６Ａ、インナハブ１７Ａ、弾性部材１８Ａの形状が第１実施形
態と相違している。
【００９８】
　図１５に示すように、本実施形態のインナハブ１７Ａは、その外周側にシャフト２０の
径方向ＤＲｒの外側に向かって延びる３つの延出部１７１Ａが設けられている。３つの延
出部１７１Ａは、シャフト２０の回転方向ＲＤにおいて等間隔となるように設けられてい
る。これにより、インナハブ１７は、その外形状が三つ又状の形状（すなわち、Ｙ字形状
）となっている。
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【００９９】
　また、本実施形態のアウタハブ１６Ａは、その内周側がシャフト２０の回転方向ＲＤに
おいて３つの延出部１７１Ａと重なり合うと共に、複数の延出部１７１Ａを囲む形状とな
っている。
【０１００】
　さらに、本実施形態の弾性部材１８Ａは、アウタハブ１６Ａのアウタ側フランジ部１６
２Ａとインナハブ１７Ａのインナ側フランジ部１７３Ａとの間に配設されている。本実施
形態の弾性部材１８Ａは、アウタ側フランジ部１６２Ａの内周側とインナ側フランジ部１
７３Ａの外周側との間に形成される隙間形状に対応する形状を有している。
【０１０１】
　その他の構成は、第１実施形態と同様である。本実施形態の動力伝達装置１０は、第１
実施形態で説明した作用効果を、第１実施形態の動力伝達装置１０と同様に得ることがで
きる。
【０１０２】
　ここで、本実施形態では、インナハブ１７Ａに３つの延出部１７１Ａを設けた例につい
て説明したが、インナハブ１７Ａの延出部１７１Ａの数は３つに限らず、５つ以上設けら
れていてもよい。
【０１０３】
　（第３実施形態）
　上述の第１実施形態で説明したように、弾性部材１８は、アーマチュア１４に対してロ
ータ１１側から離れる方向に付勢力を作用させる付勢部材としての機能、およびアウタハ
ブ１６の回転力をインナハブ１７に緩衝的に伝達する緩衝部材としての機能を有する。上
述の第１実施形態では、弾性部材１８における非重合介在部１８２、１８３がアウタハブ
１６およびインナハブ１７から離間する構造になっている。このため、第１実施形態では
、弾性部材１８における重合介在部１８１が、付勢部材および緩衝部材として機能するこ
とになる。
【０１０４】
　ここで、本発明者らは、弾性部材１８における捩じり変形に対する耐久性等を確保する
ために、弾性部材１８の重合介在部１８１における回転方向ＲＤのバネ定数を高くするこ
とを検討している。
【０１０５】
　ところが、弾性部材１８の重合介在部１８１は、付勢部材および緩衝部材として機能す
るため、回転方向ＲＤのバネ定数を高くすると、それに伴い軸方向ＤＲａｘのバネ定数が
高くなってしまう。このことは、電磁石１２への通電のオンオフに伴うロータ１１とアー
マチュア１４との連結およびロータ１１とアーマチュア１４との切り離しの応答性が低下
する要因となることから好ましくない。
【０１０６】
　これらを考慮して、本実施形態の動力伝達装置１０では、弾性部材１８の非重合介在部
１８２を付勢部材として機能させつつ、弾性部材１８の重合介在部１８１における付勢部
材としての機能を低下させる構造を採用している。
【０１０７】
　以下、第３実施形態について図１６～図２２を参照して説明する。本実施形態では、第
１実施形態と異なる箇所について主に説明し、第１実施形態と同様の箇所については説明
を省略することがある。
【０１０８】
　図１６は、第１実施形態の図４に対応する図面であり、シャフト２０の軸方向ＤＲａｘ
から見たハブ１５の正面図である。また、図１７は、第１実施形態の図５に対応する図面
である。
【０１０９】
　図１６および図１７に示すように、本実施形態のハブ１５は、第１実施形態と同様に、
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アウタハブ１６、インナハブ１７、弾性部材１８を含んで構成されている。なお、図１６
に示す二点鎖線は、弾性部材１８の外周縁部を示している。
【０１１０】
　図１８に示すように、本実施形態のアウタハブ１６は、第１実施形態と同様に、アウタ
側連結部１６１、アウタ側フランジ部１６２、アウタ側受部１６３を含んで構成されてい
る。なお、図１８に示す二点鎖線は、アウタ側フランジ部１６２の内周面を示している。
【０１１１】
　アウタ側フランジ部１６２は、アウタハブ１６におけるインナハブ１７に対向する内周
側（すなわち、内周面）を構成する部位である。アウタ側フランジ部１６２は、シャフト
２０の回転方向ＲＤにてインナ側フランジ部１７３と重なり合う第１内周面１６２ａ、シ
ャフト２０の回転方向ＲＤにてインナ側フランジ部１７３と重なり合わない第２内周面１
６２ｂ、第３内周面１６２ｃを有している。
【０１１２】
　アウタ側フランジ部１６２の第２内周面１６２ｂは、第１内周面１６２ａよりもシャフ
ト２０の径方向ＤＲｒの外側に形成される部位である。また、アウタ側フランジ部１６２
の第３内周面１６２ｃは、第１内周面１６２ａよりもシャフト２０の径方向ＤＲｒの内側
に形成される部位である。
【０１１３】
　図１９に示すように、本実施形態のインナハブ１７は、第１実施形態と同様に、４つの
延出部１７１を有するインナ側板状部１７０、ボス部１７２、インナ側フランジ部１７３
、インナ側受部１７４を含んで構成されている。
【０１１４】
　インナ側フランジ部１７３は、インナハブ１７におけるアウタハブ１６に対向する外周
側（すなわち、外周面）を構成する部位である。インナ側フランジ部１７３は、シャフト
２０の回転方向ＲＤにてアウタ側フランジ部１６２と重なり合う第１外周面１７３ａ、シ
ャフト２０の回転方向ＲＤにてアウタ側フランジ部１６２と重なり合わない第２外周面１
７３ｂ、第３外周面１７３ｃを有している。
【０１１５】
　インナ側フランジ部１７３の第２外周面１７３ｂは、第１外周面１７３ａよりもシャフ
ト２０の径方向ＤＲｒの外側に形成される部位である。また、インナ側フランジ部１７３
の第３外周面１７３ｃは、第１外周面１７３ａよりもシャフト２０の径方向ＤＲｒの内側
に形成される部位である。
【０１１６】
　インナ側フランジ部１７３の第１外周面１７３ａは、シャフト２０の回転方向ＲＤにて
、アウタ側フランジ部１６２の第１内周面１６２ａに対向する部位である。インナ側フラ
ンジ部１７３の第２外周面１７３ｂは、シャフト２０の径方向ＤＲｒにて、アウタ側フラ
ンジ部１６２の第２内周面１６２ｂに対向する部位である。インナ側フランジ部１７３の
第３外周面１７３ｃは、シャフト２０の径方向ＤＲｒにて、アウタ側フランジ部１６２の
第３内周面１６２ｃに対向する部位である。
【０１１７】
　本実施形態では、アウタ側フランジ部１６２のうち第１内周面１６２ａを構成する部位
とインナ側フランジ部１７３のうち第１外周面１７３ａを構成する部位とが、第１対向部
位を構成している。また、本実施形態では、アウタ側フランジ部１６２のうち第２内周面
１６２ｂおよび第３内周面１６２ｃを構成する部位とインナ側フランジ部１７３のうち第
２外周面１７３ｂおよび第３外周面１７３ｃを構成する部位とが、第２対向部位を構成し
ている。
【０１１８】
　本実施形態のインナ側受部１７４は、インナ側板状部１７０のうちインナ側フランジ部
１７３の第２外周面１７３ｂおよび第３外周面１７３ｃに連なる部位からシャフト２０の
径方向ＤＲｒの外側に向かって延びている。なお、本実施形態のインナ側受部１７４は、
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インナ側板状部１７０のうちインナ側フランジ部１７３の第１外周面１７３ａに連なる部
位に設けられていない。
【０１１９】
　図２０に示すように、弾性部材１８は、重合介在部１８１、第１非重合介在部１８２、
および第２非重合介在部１８３を有している。重合介在部１８１は、弾性部材１８のうち
アウタ側フランジ部１６２の第１内周面１６２ａとインナ側フランジ部１７３の第１外周
面１７３ａとの間に介在する部位である。第１非重合介在部１８２は、弾性部材１８のう
ちアウタ側フランジ部１６２の第２内周面１６２ｂとインナ側フランジ部１７３の第２外
周面１７３ｂとの間に介在する部位である。第２非重合介在部１８３は、弾性部材１８の
うちアウタ側フランジ部１６２の第３内周面１６２ｃとインナ側フランジ部１７３の第３
外周面１７３ｃとの間に介在する部位である。重合介在部１８１、第１非重合介在部１８
２、および第２非重合介在部１８３は、同一の材料で一体に成形された一体成形物として
構成されている。
【０１２０】
　本実施形態の重合介在部１８１は、第１実施形態と異なり、その一部が、アウタハブ１
６の内周面およびインナハブ１７の外周面の少なくとも一方との間に隙間が形成される構
造になっている。
【０１２１】
　本実施形態の重合介在部１８１は、シャフト２０の径方向ＤＲｒの内側に位置する内側
部位１８１ｉ、および内側部位１８１ｉよりもシャフト２０の径方向ＤＲｒの外側に位置
する外側部位１８１ｊを有している。そして、重合介在部１８１は、アウタ側フランジ部
１６２の第１内周面１６２ａおよびインナ側フランジ部１７３の第１外周面１７３ａに対
して、外側部位１８１ｊが接触し、内側部位１８１ｉが離間する形状になっている。
【０１２２】
　具体的には、重合介在部１８１の内側部位１８１ｉは、図２１に示すように、シャフト
２０の径方向ＤＲｒに直交する方向の寸法Ｌｇが、第１内周面１６２ａと第１外周面１７
３ａとの間の隙間寸法Ｌｃよりも小さくなっている。
【０１２３】
　一方、重合介在部１８１の外側部位１８１ｊは、図示しないが、シャフト２０の径方向
ＤＲｒに直交する方向の寸法が、第１内周面１６２ａと第１外周面１７３ａとの間の隙間
寸法と同様の大きさとなっている。重合介在部１８１の外側部位１８１ｊは、弾性部材１
８において、シャフト２０の回転方向ＲＤの位置を規定する位置決め部材として機能する
。
【０１２４】
　本実施形態の重合介在部１８１は、内側部位１８１ｉが第１内周面１６２ａおよび第１
外周面１７３ａから離間するので、第１実施形態に比べて、付勢部材としての機能を低下
させることができる。
【０１２５】
　ここで、重合介在部１８１における付勢部材としての機能を低下させることで、シャフ
ト２０の回転方向ＲＤのバネ定数を高くすることが可能となるが、その一方で、弾性部材
１８全体における付勢部材としての機能が不足してしまう。
【０１２６】
　そこで、本実施形態の弾性部材１８は、第１非重合介在部１８２および第２非重合介在
部１８３のうち第１非重合介在部１８２が、アウタ側フランジ部１６２およびインナ側フ
ランジ部１７３それぞれに接触するように構成されている。
【０１２７】
　本実施形態の第１非重合介在部１８２は、図１７に示すように、シャフト２０の径方向
ＤＲｒの寸法Ｌｇａが、アウタ側フランジ部１６２の第２内周面１６２ｂとインナ側フラ
ンジ部１７３の第２外周面１７３ｂとの間の隙間寸法Ｌｃａ以上となっている。これによ
り、第１非重合介在部１８２は、アウタ側フランジ部１６２の第２内周面１６２ｂおよび
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インナ側フランジ部１７３の第２外周面１７３ｂそれぞれに接触する。
【０１２８】
　具体的には、第１非重合介在部１８２は、シャフト２０の径方向ＤＲｒの寸法Ｌｇａが
、第２内周面１６２ｂと第２外周面１７３ｂとの間の隙間寸法Ｌｃａより大きくなってい
る。すなわち、第１非重合介在部１８２は、アウタハブ１６の内周側とインナハブ１７の
外周側との間に圧入されている。
【０１２９】
　また、第２非重合介在部１８３は、アウタ側フランジ部１６２およびインナ側フランジ
部１７３それぞれに非接触となるように、シャフト２０の径方向ＤＲｒの寸法が設定され
ている。すなわち、第２非重合介在部１８３は、シャフト２０の径方向ＤＲｒの寸法が、
第３内周面１６２ｃと第３外周面１７３ｃとの間の隙間寸法より小さくなっている。
【０１３０】
　ここで、第１非重合介在部１８２をアウタハブ１６の内周側とインナハブ１７の外周側
との間に圧入する構成とすると、弾性部材１８の組付性が悪化してしまうことが懸念され
る。
【０１３１】
　そこで、本実施形態では、アウタ側フランジ部１６２の第２内周面１６２ｂおよびイン
ナ側フランジ部１７３の第２外周面１７３ｂが、第１非重合介在部１８２を圧入し易い形
状になっている。具体的には、図２２に示すように、アウタ側フランジ部１６２の第２内
周面１６２ｂは、弾性部材１８の圧入代が弾性部材１８の圧入方向の手前側から奥側に向
かって大きくなるようにテーパ形状になっている。また、インナ側フランジ部１７３の第
２外周面１７３ｂは、弾性部材１８の圧入代が弾性部材１８の圧入方向の手前側から奥側
に向かって大きくなるようにテーパ形状になっている。換言すれば、本実施形態のアウタ
側フランジ部１６２の第２内周面１６２ｂおよびインナ側フランジ部１７３の第２外周面
１７３ｂは、アーマチュア１４から離れるに伴って縮径されている。
【０１３２】
　その他の構成は、第１実施形態と同様である。本実施形態の動力伝達装置１０は、第１
実施形態と共通の構成から奏される作用効果を、第１実施形態の動力伝達装置１０と同様
に得ることができる。
【０１３３】
　特に、本実施形態の動力伝達装置１０は、弾性部材１８の非重合介在部１８２を付勢部
材として機能させつつ、弾性部材１８の重合介在部１８１における付勢部材としての機能
を低下させる構造になっている。
【０１３４】
　これによると、弾性部材１８の重合介在部１８１におけるシャフト２０の回転方向ＲＤ
のバネ定数を変更したとしても、それに伴うシャフト２０の軸方向ＤＲａｘにおけるバネ
定数への影響を小さくすることができる。
【０１３５】
　したがって、弾性部材１８におけるシャフト２０の回転方向ＲＤに対する耐久性の向上
を図りつつ、電磁石１２への通電のオンオフに伴うロータ１１とアーマチュア１４との連
結およびロータ１１とアーマチュア１４との切り離しの応答性を確保することができる。
【０１３６】
　また、本実施形態の動力伝達装置１０は、アウタ側フランジ部１６２の第２内周面１６
２ｂおよびインナ側フランジ部１７３の第２外周面１７３ｂが、第１非重合介在部１８２
を圧入し易い形状になっている。このため、弾性部材１８の組付性を向上させることが可
能となる
【０１３７】
（第３実施形態の変形例）
　上述の第３実施形態では、アウタ側フランジ部１６２の第１内周面１６２ａおよびイン
ナ側フランジ部１７３の第１外周面１７３ａに対して、重合介在部１８１の外側部位１８
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１ｊが接触するものを例示したが、これに限定されない。弾性部材１８は、例えば、重合
介在部１８１の外側部位１８１ｊがアウタ側フランジ部１６２の第１内周面１６２ａおよ
びインナ側フランジ部１７３の第１外周面１７３ａに対して離間する形状になっていても
よい。
【０１３８】
　上述の第３実施形態では、重合介在部１８１の内側部位１８１ｉが第１内周面１６２ａ
および第１外周面１７３ａそれぞれから離間しているものを例示したが、これに限定され
ない。重合介在部１８１は、内側部位１８１ｉが第１内周面１６２ａおよび第１外周面１
７３ａの少なくとも一方から離間する形状になっていてもよい。
【０１３９】
　上述の第３実施形態では、第１非重合介在部１８２および第２非重合介在部１８３のう
ち第１非重合介在部１８２が、アウタ側フランジ部１６２およびインナ側フランジ部１７
３それぞれに接触するものを例示したが、これに限定されない。弾性部材１８は、例えば
、第１非重合介在部１８２および第２非重合介在部１８３それぞれが、アウタ側フランジ
部１６２およびインナ側フランジ部１７３それぞれに接触する形状になっていてもよい。
また、弾性部材１８は、第１非重合介在部１８２および第２非重合介在部１８３のうち第
２非重合介在部１８３が、アウタ側フランジ部１６２およびインナ側フランジ部１７３そ
れぞれに接触する形状になっていてもよい。
【０１４０】
　上述の第３実施形態では、アウタ側フランジ部１６２の第２内周面１６２ｂおよびイン
ナ側フランジ部１７３の第２外周面１７３ｂが第１非重合介在部１８２を圧入し易い形状
になっているものを例示したが、これに限定されない。弾性部材１８は、例えば、アウタ
側フランジ部１６２の第２内周面１６２ｂおよびインナ側フランジ部１７３の第２外周面
１７３ｂがシャフト２０の軸方向ＤＲａｘに沿って延びる形状になっていてもよい。
【０１４１】
　（第４実施形態）
　次に、第４実施形態について図２３、図２４を参照して説明する。本実施形態では、弾
性部材１８の重合介在部１８１の少なくとも一部に、アウタハブ１６の内周面およびイン
ナハブ１７の内周面の少なくとも一方との間に生ずる摩擦抵抗を低減する抵抗低減部が設
けられている点が第３実施形態と相違している。
【０１４２】
　図２３および図２４に示すように、本実施形態の重合介在部１８１は、アウタ側フラン
ジ部１６２の第１内周面１６２ａおよびインナ側フランジ部１７３の第１外周面１７３ａ
に対して接触する形状になっている。
【０１４３】
　本実施形態の重合介在部１８１は、第１内周面１６２ａに対向する第１対向面１８１ｋ
および第１外周面１７３ａに対向する第２対向面１８１ｌそれぞれに、摩擦抵抗を低減す
るための表面処理が施されている。摩擦抵抗を低減するための表面処理としては、例えば
、潤滑性を有する材料を表面に塗装する処理等が挙げられる。本実施形態では、重合介在
部１８１における第１対向面１８１ｋおよび第２対向面１８１ｌが抵抗低減部を構成して
いる。
【０１４４】
　その他の構成は、第３実施形態と同様である。本実施形態では、重合介在部１８１に対
して摩擦抵抗を低減するための表面処理が施されているので、弾性部材１８の重合介在部
１８１における付勢部材としての機能を低下させることができる。したがって、本実施形
態の動力伝達装置１０は、第３実施形態と同様の作用効果を得ることができる。
【０１４５】
　（第４実施形態の変形例）
　上述の第４実施形態では、重合介在部１８１の第１対向面１８１ｋおよび第２対向面１
８１ｌそれぞれに、摩擦抵抗を低減するための表面処理が施されているものを例示したが



(21) JP 6597746 B2 2019.10.30

10

20

30

40

50

、これに限定されない。弾性部材１８は、例えば、重合介在部１８１の第１対向面１８１
ｋおよび第２対向面１８１ｌの一方に、摩擦抵抗を低減するための表面処理が施された構
成になっていてもよい。
【０１４６】
　（第５実施形態）
　次に、第５実施形態について図２５を参照して説明する。本実施形態では、弾性部材１
８の重合介在部１８１の少なくとも一部に、アウタハブ１６の内周面およびインナハブ１
７の内周面の少なくとも一方との間に生ずる摩擦抵抗を低減する抵抗低減部が設けられて
いる点が第３実施形態と相違している。
【０１４７】
　図２５に示すように、本実施形態の重合介在部１８１は、第１内周面１６２ａに対向す
る第１対向部位１８１ｍに、第１内周面１６２ａに向かって突き出る複数の突出部１８１
ｎ、および第２内周面１６２ｂから離間する離間部１８１ｏが設けられている。複数の突
出部１８１ｎは、第１内周面１６２ａに接するように、その突出長さが設定されている。
【０１４８】
　本実施形態の重合介在部１８１は、第１対向部位１８１ｍに複数の突出部１８１ｎおよ
び離間部１８１ｏが設けられることで、アウタハブ１６の内周面との接触面積が小さくな
っている。
【０１４９】
　また、本実施形態の重合介在部１８１は、第１外周面１７３ａに対向する第２対向部位
１８１ｐに、第１外周面１７３ａに向かって突き出る複数の突出部１８１ｑ、および第２
外周面１７３ｂから離間する離間部１８１ｒが設けられている。複数の突出部１８１ｑは
、第１外周面１７３ａに接するように、その突出長さが設定されている。
【０１５０】
　本実施形態の重合介在部１８１は、第２対向部位１８１ｐに複数の突出部１８１ｑおよ
び離間部１８１ｒが設けられることで、インナハブ１７の外周面との接触面積が小さくな
っている。なお、本実施形態では、重合介在部１８１における複数の突出部１８１ｎおよ
び離間部１８１ｏが設けられた第１対向部位１８１ｍと、複数の突出部１８１ｑおよび離
間部１８１ｒが設けられた第２対向部位１８１ｐとが抵抗低減部を構成している。
【０１５１】
　その他の構成は、第３実施形態と同様である。本実施形態では、重合介在部１８１が各
ハブ１６、１７との接触面積が小さくなる構造を有しているので、弾性部材１８の重合介
在部１８１における付勢部材としての機能を低下させることができる。したがって、本実
施形態の動力伝達装置１０は、第３実施形態と同様の作用効果を得ることができる。
【０１５２】
　（第５実施形態の変形例）
　上述の第５実施形態では、重合介在部１８１の第１対向部位１８１ｍおよび第２対向部
位１８１ｐそれぞれを凸凹形状にするものを例示したが、これに限定されない。弾性部材
１８は、重合介在部１８１の第１対向部位１８１ｍおよび第２対向部位１８１ｐの一方が
凸凹形状になっていてもよい。
【０１５３】
　（第６実施形態）
　次に、第６実施形態について図２６を参照して説明する。本実施形態では、アウタ側フ
ランジ部１６２およびインナ側フランジ部１７３の一部に弾性部材１８との間に生ずる摩
擦抵抗を低減する抵抗低減部が設けられている点が第３実施形態と相違している。
【０１５４】
　図２６に示すように、本実施形態のインナ側フランジ部１７３は、第１外周面１７３ａ
が弾性部材１８の重合介在部１８１に接触する形状になっている。そして、インナ側フラ
ンジ部１７３は、第１外周面１７３ａに、摩擦抵抗を低減するための表面処理が施されて
いる。摩擦抵抗を低減するための表面処理としては、例えば、潤滑性を有する材料を表面
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に塗装する処理や、潤滑性を有する材料で表面を被覆する処理等が挙げられる。
【０１５５】
　また、図示しないが、アウタ側フランジ部１６２は、第１内周面１６２ａが弾性部材１
８の重合介在部１８１に接触する形状になっている。そして、アウタ側フランジ部１６２
は、第１内周面１６２ａに、摩擦抵抗を低減するための表面処理が施されている。摩擦抵
抗を低減するための表面処理としては、例えば、潤滑性を有する材料を表面に塗装する処
理や、潤滑性を有する材料で表面を被覆する処理等が挙げられる。
【０１５６】
　本実施形態では、アウタ側フランジ部１６２の第１内周面１６２ａおよびインナ側フラ
ンジ部１７３の第１外周面１７３ａが、弾性部材１８との間に生ずる摩擦抵抗を低減する
ための抵抗低減部を構成している。
【０１５７】
　その他の構成は、第３実施形態と同様である。本実施形態では、アウタ側フランジ部１
６２の第１内周面１６２ａおよびインナ側フランジ部１７３の第１外周面１７３ａに摩擦
抵抗を低減するための表面処理が施されている。このため、弾性部材１８の重合介在部１
８１における付勢部材としての機能を低下させることができる。したがって、本実施形態
の動力伝達装置１０は、第３実施形態と同様の作用効果を得ることができる。
【０１５８】
　（第６実施形態の変形例）
　上述の第６実施形態では、アウタ側フランジ部１６２の第１内周面１６２ａおよびイン
ナ側フランジ部１７３の第１外周面１７３ａそれぞれに摩擦抵抗を低減するための表面処
理が施されているものを例示したが、これに限定されない。ハブ１５は、例えば、アウタ
側フランジ部１６２の第１内周面１６２ａおよびインナ側フランジ部１７３の第１外周面
１７３ａのうち、一方に摩擦抵抗を低減するための表面処理が施された構成になっていて
もよい。
【０１５９】
　（第７実施形態）
　次に、第７実施形態について図２７を参照して説明する。本実施形態では、アウタ側フ
ランジ部１６２およびインナ側フランジ部１７３の一部に弾性部材１８との間に生ずる摩
擦抵抗を低減する抵抗低減部が設けられている点が第３実施形態と相違している。
【０１６０】
　図２７に示すように、本実施形態のインナ側フランジ部１７３は、第１外周面１７３ａ
に、弾性部材１８の重合介在部１８１に向かって突き出る複数の突出部１７３ｄ、および
重合介在部１８１から離間する離間部１７３ｅが設けられている。複数の突出部１７３ｄ
は、弾性部材１８の重合介在部１８１に接するように、その突出長さが設定されている。
【０１６１】
　本実施形態のインナ側フランジ部１７３は、第１外周面１７３ａに複数の突出部１７３
ｄおよび離間部１７３ｅが設けられることで、弾性部材１８との接触面積が小さくなって
いる。
【０１６２】
　また、図示しないが、本実施形態のアウタ側フランジ部１６２は、第１内周面１６２ａ
に、弾性部材１８の重合介在部１８１に向かって突き出る複数の突出部１６２ｄ、および
重合介在部１８１から離間する離間部１６２ｅが設けられている。複数の突出部１６２ｄ
は、弾性部材１８の重合介在部１８１に接するように、その突出長さが設定されている。
【０１６３】
　本実施形態のアウタ側フランジ部１６２は、第１内周面１６２ａに複数の突出部１６２
ｄおよび離間部１６２ｅが設けられることで、弾性部材１８との接触面積が小さくなって
いる。
【０１６４】
　本実施形態では、インナ側フランジ部１７３にて突出部１７３ｄおよび離間部１７３ｅ
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が設けられた第１外周面１７３ａと、アウタ側フランジ部１６２にて突出部１６２ｄおよ
び離間部１６２ｅが設けられた第１内周面１６２ａとが、抵抗低減部を構成している。
【０１６５】
　その他の構成は、第３実施形態と同様である。本実施形態では、重合介在部１８１が各
ハブ１６、１７との接触面積が小さくなる構造を有しているので、弾性部材１８の重合介
在部１８１における付勢部材としての機能を低下させることができる。したがって、本実
施形態の動力伝達装置１０は、第３実施形態と同様の作用効果を得ることができる。
【０１６６】
　（第７実施形態の変形例）
　上述の第５実施形態では、インナ側フランジ部１７３の第１外周面１７３ａおよびアウ
タ側フランジ部１６２の第１内周面１６２ａそれぞれを凸凹形状にするものを例示したが
、これに限定されない。ハブ１５は、例えば、インナ側フランジ部１７３の第１外周面１
７３ａおよびアウタ側フランジ部１６２の第１内周面１６２ａの一方が凸凹形状になって
いてもよい。
【０１６７】
　（他の実施形態）
　以上、本開示の代表的な実施形態について説明したが、本開示は、上述の実施形態に限
定されることなく、例えば、以下のように種々変形可能である。
【０１６８】
　上述の各実施形態では、弾性部材１８に引張荷重が作用しないように、弾性部材１８が
アウタハブ１６およびインナハブ１７の双方に接着されない構成となっている例について
説明したが、これに限定されない。弾性部材１８は、アウタハブ１６およびインナハブ１
７の一方に接着され、他方に対して接着されていない構成となっていてもよい。
【０１６９】
　弾性部材１８の耐久性を考慮すると、弾性部材１８は、インナハブ１７の内周側に接着
され、アウタハブ１６に対して接着されていない構成となっていることが望ましい。弾性
部材１８をインナハブ１７の内周側に接着する方が、弾性部材１８をアウタハブ１６の内
周側に接着するよりも弾性部材１８に作用する力が小さくなるからである。
【０１７０】
　上述の各実施形態の如く、動力伝達装置１０は、弾性部材１８の抜け防止のために、ア
ウタハブ１６にアウタ側受部１６３を設けると共に、インナハブ１７にインナ側受部１７
４を設ける構成とすることが望ましいが、これに限定されない。
【０１７１】
　動力伝達装置１０は、例えば、アウタ側受部１６３およびインナ側受部１７４の一方が
省略された構成、または、アウタ側受部１６３およびインナ側受部１７４の双方が省略さ
れた構成となっていてもよい。
【０１７２】
　上述の各実施形態の如く、動力伝達装置１０は、アウタ側受部１６３およびインナ側受
部１７４の平坦状の部位によって弾性部材１８における膨出部位を覆う構成とすることが
望ましいが、これに限定されない。
【０１７３】
　動力伝達装置１０は、例えば、図１２に示すように、アウタ側受部１６３およびインナ
側受部１７４の先端部位が弾性部材１８における膨出部位に対向する構成となっていても
よい。
【０１７４】
　上述の各実施形態の如く、動力伝達装置１０は、インナハブ１７の外周側とアウタハブ
１６の内周側との間において弾性部材１８が圧縮した状態で配設される構成とすることが
望ましいが、これに限定されない。動力伝達装置１０は、例えば、インナハブ１７の外周
側とアウタハブ１６の内周側との間において弾性部材１８が圧縮されていない状態で配設
される構成となっていてもよい。



(24) JP 6597746 B2 2019.10.30

10

20

30

40

50

【０１７５】
　上述の各実施形態の如く、動力伝達装置１０は、弾性部材１８の非重合介在部１８２、
１８３における寸法が、非重合部位におけるアウタハブ１６とインナハブ１７との隙間寸
法よりも小さくなっていることが望ましいが、これに限定されない。
【０１７６】
　動力伝達装置１０は、例えば、弾性部材１８の非重合介在部１８２、１８３における寸
法が、非重合部位におけるアウタハブ１６とインナハブ１７との隙間寸法以上となってい
てもよい。
【０１７７】
　上述の各実施形態の如く、動力伝達装置１０は、弾性部材１８を耐摩耗性に優れたＥＰ
ＤＭ、ＮＢＲ、Ｈ－ＮＢＲのいずれかのゴム材料で構成することが望ましいが、これに限
定されない。動力伝達装置１０は、弾性部材１８がＥＰＤＭ、ＮＢＲ、Ｈ－ＮＢＲ以外の
材料（例えば、Ｃｌ－ＩＩＲ）で構成されていてもよい。
【０１７８】
　上述の各実施形態の如く、動力伝達装置１０は、弾性部材１８におけるアウタ側受部１
６３に対向する端面が、外側から内側に向かうにつれてアーマチュア１４側に近づくよう
に傾斜した形状となっていることが望ましいが、これに限定されない。動力伝達装置１０
は、弾性部材１８におけるアウタ側受部１６３に対向する端面が、例えば、シャフト２０
の径方向ＤＲｒに沿って延びる形状となっていてもよい。なお、弾性部材１８は、シャフ
ト２０の軸方向ＤＲａｘの厚み寸法が不均一となっていてもよい。
【０１７９】
　上述の各実施形態では、弾性部材１８が重合介在部１８１、非重合介在部１８２、１８
３を一体成形した一体成形物で構成される例について説明したが、これに限定されない。
弾性部材１８は、例えば、重合介在部１８１および非重合介在部１８２、１８３が別個に
構成されていてもよい。
【０１８０】
　上述の各実施形態では、本開示の動力伝達装置１０をエンジン６から圧縮機２への回転
駆動力の断続に適用した例について説明したが、これに限定されない。本開示の動力伝達
装置１０は、例えば、エンジン６や電動モータ等の駆動源が出力する回転駆動力を発電機
等に対して伝達する装置にも適用可能である。
【０１８１】
　上述の実施形態において、実施形態を構成する要素は、特に必須であると明示した場合
および原理的に明らかに必須であると考えられる場合等を除き、必ずしも必須のものでは
ないことは言うまでもない。
【０１８２】
　上述の実施形態において、実施形態の構成要素の個数、数値、量、範囲等の数値が言及
されている場合、特に必須であると明示した場合および原理的に明らかに特定の数に限定
される場合等を除き、その特定の数に限定されない。
【０１８３】
　上述の実施形態において、構成要素等の形状、位置関係等に言及するときは、特に明示
した場合および原理的に特定の形状、位置関係等に限定される場合等を除き、その形状、
位置関係等に限定されない。
【０１８４】
　（まとめ）
　上述の実施形態の一部または全部で示された第１の観点によれば、動力伝達装置は、電
磁石、ロータ、アーマチュア、およびハブを備える。ハブは、アーマチュアに連結される
アウタハブ、シャフトに連結されるインナハブ、および各ハブの間に介在される弾性部材
を含んで構成されている。インナハブの外周側には、シャフトの径方向の外側に向かって
延びる複数の延出部が設けられている。アウタハブの内周側には、複数の延出部を囲む内
周側壁部が設けられている。そして、弾性部材は、インナハブの外周側とアウタハブの内
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周側との間において、インナハブおよびアウタハブの少なくとも一方に非接着状態で配設
されている。
【０１８５】
　第２の観点によれば、動力伝達装置は、アウタハブに、シャフトの軸方向において弾性
部材と対向し、弾性部材がシャフトの軸方向に移動することを防止するアウタ側受部が設
けられている。そして、インナハブには、シャフトの軸方向において弾性部材と対向し、
弾性部材がシャフトの軸方向に移動することを防止するインナ側受部が設けられている。
【０１８６】
　これによると、インナハブおよびアウタハブの少なくとも一方と弾性部材とが非接着状
態となっている構成において、弾性部材にシャフトの軸方向に何らかの力が作用しても、
弾性部材が抜け難い構造となる。
【０１８７】
　第３の観点によれば、動力伝達装置は、アウタ側受部が、弾性部材に圧縮荷重が作用し
た際にシャフトの軸方向に膨出する膨出部位を覆う平坦状の部位を有している。また、イ
ンナ側受部は、弾性部材に圧縮荷重が作用した際にシャフトの軸方向に膨出する膨出部位
を覆う平坦状の部位を有している。
【０１８８】
　このように、アウタ側受部およびインナ側受部の平坦状の部位によって弾性部材におけ
る膨出部位を覆う構成とすれば、弾性部材における膨出部位が周囲の部品のエッジ部分と
接触して破損してしまうことを防止することが可能となる。
【０１８９】
　第４の観点によれば、動力伝達装置は、弾性部材が、インナハブの外周側とアウタハブ
の内周側との間において、シャフトの回転方向に圧縮された状態で配設されている。この
ように、インナハブの外周側とアウタハブの内周側との間において弾性部材を圧縮した状
態で配設する構成とすれば、弾性部材の成形時に残留する引張り歪を除去するための絞り
加工が不要となるので、動力伝達装置の生産性の向上を図ることができる。
【０１９０】
　第５の観点によれば、動力伝達装置は、アウタハブおよびインナハブのうち、シャフト
の回転方向においてアウタハブの内周側とインナハブの外周側とが重なり合わない非重合
部位を有している。そして、弾性部材は、非重合部位に介在する部位のシャフトの径方向
の寸法が、非重合部位におけるアウタハブとインナハブとの隙間寸法よりも小さくなって
いる。これにより、非重合部位では、弾性部材がアウタハブおよびインナハブから離間し
易くなることで、弾性部材におけるシャフトの軸方向のバネ定数を低下させることができ
る。この結果、電磁石への通電のオンオフに伴うロータとアーマチュアとの連結およびロ
ータとアーマチュアとの切り離しの応答性の向上を図ることができる。
【０１９１】
　第６の観点によれば、動力伝達装置は、アウタハブの内周側およびインナハブの外周側
における互いに対向する対向部位として、シャフトの回転方向において対向する第１対向
部位、およびシャフトの回転方向において対向しない第２対向部位を有している。弾性部
材は、第２対向部位に介在する部位の少なくとも一部がアウタハブの内周面およびインナ
ハブの外周面それぞれに接触するように構成されている。弾性部材は、第１対向部位に介
在する部位の少なくとも一部がアウタハブの内周面およびインナハブの外周面の少なくと
も一方との間に隙間が形成される構造になっている。
【０１９２】
　このように、弾性部材の第２対向部位に介在する部位の少なくとも一部をアウタハブの
内周面およびインナハブの外周面それぞれに接触させる構造とすれば、弾性部材の第２対
向部位に介在する部位を弾性部材における付勢部材として機能させることができる。すな
わち、弾性部材における付勢部材としての機能を維持することができる。
【０１９３】
　また、弾性部材の第１対向部位に介在する部位の少なくとも一部をアウタハブの内周面
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およびインナハブの外周面の少なくとも一方から離間させる構造とすれば、弾性部材の第
１対向部位に介在する部位における付勢部材としての機能を低下させることができる。
【０１９４】
　これにより、弾性部材の第１対向部位に介在する部位におけるシャフトの回転方向のバ
ネ定数を変更したとしても、それに伴うシャフトの軸方向におけるバネ定数への影響を小
さくすることができる。したがって、弾性部材におけるシャフトの回転方向に対する耐久
性の向上を図りつつ、電磁石への通電のオンオフに伴うロータとアーマチュアとの連結お
よびロータとアーマチュアとの切り離しの応答性を確保することができる。
【０１９５】
　第７の観点によれば、動力伝達装置は、弾性部材のうち第２対向部位に介在する部位の
少なくとも一部におけるシャフトの径方向の寸法が、第２対向部位におけるアウタハブと
インナハブとの隙間寸法以上になっている。弾性部材のうち第１対向部位に介在する部位
の少なくとも一部は、シャフトの径方向に直交する方向の寸法が、第１対向部位における
アウタハブとインナハブとの隙間寸法よりも小さくなっている。これによると、弾性部材
の第２対向部位に介在する部位を弾性部材における付勢部材として機能させることで、弾
性部材の第１対向部位に介在する部位における付勢部材としての機能を低下させることが
できる。
【０１９６】
　第８の観点によれば、動力伝達装置は、アウタハブの内周側およびインナハブの外周側
における互いに対向する対向部位として、シャフトの回転方向において対向する第１対向
部位、およびシャフトの回転方向において対向しない第２対向部位を有している。
弾性部材は、第２対向部位に介在する部位の少なくとも一部がアウタハブの内周面および
インナハブの外周面それぞれに接触するように構成されている。弾性部材は、第１対向部
位に介在する部位の少なくとも一部に、アウタハブの内周面およびインナハブの外周面の
少なくとも一方との間に生ずる摩擦抵抗を低減するための抵抗低減部が設けられている。
【０１９７】
　このように、弾性部材の第２対向部位に介在する部位の少なくとも一部をアウタハブの
内周面およびインナハブの外周面それぞれに接触させる構造とすれば、弾性部材の第２対
向部位に介在する部位を弾性部材における付勢部材として機能させることができる。すな
わち、弾性部材における付勢部材としての機能を維持することができる。
【０１９８】
　また、弾性部材の第１対向部位に介在する部位の少なくとも一部に摩擦抵抗を低減する
ための抵抗低減部を設ける構造とすれば、弾性部材の第１対向部位に介在する部位におけ
る付勢部材としての機能を低下させることができる。
【０１９９】
　これにより、弾性部材の第１対向部位に介在する部位におけるシャフトの回転方向のバ
ネ定数を変更したとしても、それに伴うシャフトの軸方向におけるバネ定数への影響を小
さくすることができる。したがって、弾性部材におけるシャフトの回転方向に対する耐久
性の向上を図りつつ、電磁石への通電のオンオフに伴うロータとアーマチュアとの連結お
よびロータとアーマチュアとの切り離しの応答性を確保することができる。
【０２００】
　第９の観点によれば、動力伝達装置の抵抗低減部は、摩擦抵抗を低減するための表面処
理が施された部位で構成されている。これによると、弾性部材と各ハブとの間に隙間を設
けることなく、弾性部材の第１対向部位に介在する部位における付勢部材としての機能を
低下させることができる。
【０２０１】
　第１０の観点によれば、動力伝達装置の抵抗低減部は、アウタハブの内周側およびイン
ナハブの外周側の少なくとも一方に向かって突き出る突出部、アウタハブの内周側および
インナハブの外周側の少なくとも一方から離間する離間部を有する部位で構成されている
。これによると、弾性部材の第１対向部位に介在する部位における各ハブとの接触面積が
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小さくなることで、弾性部材の第１対向部位に介在する部位における付勢部材としての機
能を低下させることができる。
【０２０２】
　第１１の観点によれば、動力伝達装置は、アウタハブの内周側およびインナハブの外周
側における互いに対向する対向部位として、シャフトの回転方向において対向する第１対
向部位、およびシャフトの回転方向において対向しない第２対向部位を有している。弾性
部材は、第２対向部位に介在する部位の少なくとも一部がアウタハブの内周側およびイン
ナハブの外周側それぞれに当接するように構成されている。弾性部材は、第１対向部位の
少なくとも一部に弾性部材との間に生ずる摩擦抵抗を低減するための抵抗低減部が設けら
れている。
【０２０３】
　このように、弾性部材の第２対向部位に介在する部位の少なくとも一部をアウタハブの
内周面およびインナハブの外周面それぞれに接触させる構造とすれば、弾性部材の第２対
向部位に介在する部位を弾性部材における付勢部材として機能させることができる。すな
わち、弾性部材における付勢部材としての機能を維持することができる。
【０２０４】
　また、第１対向部位の少なくとも一部に摩擦抵抗を低減するための抵抗低減部を設ける
構造とすれば、弾性部材の第１対向部位に介在する部位における付勢部材としての機能を
低下させることができる。
【０２０５】
　これにより、弾性部材の第１対向部位に介在する部位におけるシャフトの回転方向のバ
ネ定数を変更したとしても、それに伴うシャフトの軸方向におけるバネ定数への影響を小
さくすることができる。したがって、弾性部材におけるシャフトの回転方向に対する耐久
性の向上を図りつつ、電磁石への通電のオンオフに伴うロータとアーマチュアとの連結お
よびロータとアーマチュアとの切り離しの応答性を確保することができる。
【０２０６】
　第１２の観点によれば、動力伝達装置の抵抗低減部は、アウタハブの内周側およびイン
ナハブの外周側の少なくとも一方において、摩擦抵抗を低減するための表面処理が施され
た部位で構成されている。これによると、弾性部材と各ハブとの間に隙間を設けることな
く、弾性部材の第１対向部位に介在する部位における付勢部材としての機能を低下させる
ことができる。
【０２０７】
　第１３の観点によれば、動力伝達装置の抵抗低減部は、アウタハブの内周側およびイン
ナハブの外周側の少なくとも一方において、第１対向部位における弾性部材に向かって突
き出る突出部、弾性部材から離間する離間部を有する部位で構成されている。これによる
と、弾性部材の第１対向部位に介在する部位と各ハブとの接触面積が小さくなることで、
弾性部材の第１対向部位に介在する部位における付勢部材としての機能を低下させること
ができる。
【０２０８】
　第１４の観点によれば、動力伝達装置の弾性部材は、第２対向部位に介在する部位の少
なくとも一部がアウタハブの内周側およびインナハブの外周側との間に圧入されている。
アウタハブの内周側のうち弾性部材が圧入される部位は、弾性部材の圧入代が弾性部材の
圧入方向の手前側から奥側に向かって大きくなるようにテーパ形状になっている。
【０２０９】
　これによると、弾性部材の第２対向部位を付勢部材として機能させる構造において、ア
ウタハブと弾性部材との組付性を確保することができる。なお、この場合の圧入代は、ア
ウタハブの内周側における弾性部材が圧入される部位の内径から弾性部材の外径を減じた
内外径差である。
【０２１０】
　第１５の観点によれば、動力伝達装置におけるインナハブの外周側のうち弾性部材が圧
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入される部位は、弾性部材の圧入代が弾性部材の圧入方向の手前側から奥側に向かって大
きくなるようにテーパ形状になっている。これによると、弾性部材の第２対向部位を付勢
部材として機能させる構造において、インナハブと弾性部材との組付性を確保することが
できる。なお、この場合の圧入代は、インナハブの外周側における弾性部材が圧入される
部位の外径を弾性部材の内径から減じた内外径差である。
【０２１１】
　第１６の観点によれば、動力伝達装置は、弾性部材が、ＥＰＤＭ、ＮＢＲ、Ｈ－ＮＢＲ
のいずれかのゴム材料で構成されている。これによると、耐摩耗性に優れたＥＰＤＭ、Ｎ
ＢＲ、Ｈ－ＮＢＲのいずれかのゴム材料で弾性部材を構成しているので、弾性部材におけ
るインナハブおよびアウタハブと非接着状態となっている部位の摩擦による摩耗を抑える
ことができる。この結果、弾性部材における長寿命化を図ることができる。
【符号の説明】
【０２１２】
　１０　　　動力伝達装置
　１１　　　ロータ
　１２　　　電磁石
　１４　　　アーマチュア
　１５　　　ハブ
　１６　　　アウタハブ
　１６２　　アウタ側フランジ部（内周側壁部）
　１７　　　インナハブ
　１７１　　延出部
　１８　　　弾性部材
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